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1．はじめに 

 

単独で公共交通を利用することが困難な移動制約者に

ドア・ツー・ドアの送迎サービスを提供することにより，

移動制約者のモビリティを向上させることを目的として，

2003 年 4月に岡山県を含む全国13の自治体で，構造改

革特別区域において道路運送法第80条第1項の規制が緩

和され，NPO等の非営利法人による福祉車両での有償運
送が認められた（以下，福祉有償運送と呼ぶ）．そして，

2004年4月には同法の規制が緩和され，福祉有償運送が

全国で可能となった． 

既に楠田ら1)は，福祉有償運送導入直後の2003年時点

における移動制約者の交通行動に影響を及ぼす要因を明

らかにしているが，導入直後の分析であり福祉有償運送

による影響はあまり見られないという結果であった．し

かし，導入後2年以上経過した時点では，導入直後と比

較して移動制約者の交通行動に変化が生じている可能性

がある． 

そこで，本研究では2003年時点において岡山市・倉敷

市地方振興局管内の福祉有償運送事業者に利用者登録を

している移動制約者を対象として導入直後の 2003 年な

らびに導入2年後の2005年に実施されたアンケート調査

（以下，2003年調査，2005年調査と呼ぶ）の結果を用い

て移動制約者の外出頻度，外出目的，利用交通手段とい

った実際の交通行動の経年的な変化を明らかにする．そ

して，外出頻度ならびに福祉有償運送利用の有無に影響

を及ぼす要因の経年的な変化を定量的に明らかにするこ

とを目的とする． 

 
2．アンケート調査の概要 
 
(1) 2003年調査 
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アンケート調査の概要を表-1に示す．表-1に示すよう

に2003年11月末～12月末にかけて，岡山市・倉敷市地

方振興局管内において2003年11月時点で事業認定を受

けている全5事業者に，福祉有償運送利用者として登録

していた移動制約者177名を対象として，調査期間中の

最近1週間，もしくは，最近5回の外出について調査し

た． 

 

(2) 2005年調査 

 2005年10月末～11月末にかけて，2003年調査の対象

者177名のうちアンケートに協力を得られなかった1事

業者に登録している26名ならびに，2005 年 9月時点で

利用者登録を抹消していた14名の計40名を除く137名

を対象として調査を実施した．なお，対象者137名の中

には，2003年調査で回答をした102名が含まれている． 

主な調査項目は，表-1 に示すように2003 年調査に加

えて福祉有償運送を利用した外出について尋ねている．  

なお，本研究では2003 年調査，2005 年調査の両方に

回答した56人の回答を，パネルデータとして以降の分析

に用いることとした． 

 

3．移動制約者の交通行動の経年変化 

 

(1) 外出頻度の経年変化 

 

 表－1 アンケート調査概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2003年調査 2005年調査

査期間 2003年11月末～12月末 2005年10月末～11月末

福祉有償運送利用者として
5事業者に登録している移
動制約者177名

2003年時点で対象となって
いた4事業者に福祉有償運
送利用者として登録してい
る移動制約者137名

①個人属性 ①個人属性

②最近の外出詳細 ②最近の外出詳細

　・外出日時　・外出目的 　・外出日時　・外出目的

　・利用交通手段 　・利用交通手段

③福祉有償運送利用
　経験の有無

③福祉有償運送利用
　経験の有無

④福祉有償運送
　に対する意識

④福祉有償運送
　に対する意識

⑤福祉有償運送を利用した
　外出詳細

布部数 177部 137部

収部数 132部(回収率：74.6%) 67部（回収率：48.9%）

調査項目

調

対象者

配

回



表-1に示す調査項目②の「最近の外出詳細」において

得られた外出データから，平均外出間隔を算出し，7 日

（1 週間）をその値で除し，各個人の1週間あたりの外

出頻度を算出した．なお，調査項目②の「最近の外出詳

細」において，外出データの記入回数が1回の場合は1

週間あたりの外出頻度が算出できないため除外し，外出

データが未記入である場合の外出頻度は 0 回/週と仮定

している．ただし，外出データの記入回数が0回および

2 回の場合，算出した外出頻度の信頼性が低い場合があ

ると考え，調査項目①の「個人属性」において移動制約

者が回答した外出頻度に関する意識データより表-2 に

示すような有効サンプル範囲を定義することとした． 

そして，この定義に該当する有効サンプル26人のうち

調査項目③の「福祉有償運送利用経験の有無」において，

2005年調査で「福祉有償運送を利用したことがある」と

回答した者7人を対象として各調査の平均外出頻度を算

出した結果，2003年調査では3.76回/週，2005年調査で

は3.84回/週であり，2.1%増加しているという結果であ

った．しかし，対応関係のある母平均の差の検定を行っ

た結果，有意な差は見られなかった． 

 

(2) 外出目的の経年変化 

移動制約者の外出目的の経年変化の有無を統計的に明

らかにするために，調査項目②の「最近の外出詳細」に

おける外出目的についてχ2検定を行った．ここでの，分

析対象は調査項目③の「福祉有償運送利用経験の有無」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

において，「福祉有償運送を利用したことがある」と回答

した者である．福祉有償運送利用経験者の外出目的の経

年変化を図-1に示す．検定の結果，福祉有償運送利用経

験者の外出目的の構成比に有意な変化は見られなかった

が，通院・通所目的の外出の割合は有意水準5%で減少し

ており，また，買物目的の外出の割合は有意水準 10%で

増加していた．このことから，福祉有償運送の導入目的

の1つである介護保険の適用されない買物目的等の移動

手段の確保に効果があったと考えられる．  

 

(3) 利用交通手段の経年変化 

移動制約者の利用交通手段の経年変化の有無を統計的

に明らかにするために，調査項目②の「最近の外出詳細」

における利用交通手段についてχ2検定を行った．移動制

約者の利用交通手段の経年変化を図-2に示す．検定の結

果，利用交通手段全体の構成比は有意水準１%で変化して

おり，福祉有償運送を利用した外出の割合も有意水準1%

で増加していた．このことから，福祉有償運送が経年的

に浸透しつつあると考えられる． 

 

4．移動制約者の交通行動に影響を及ぼす要因の経年変化 

 

(1) 外出頻度に影響を及ぼす要因の経年変化 

移動制約者の外出頻度に影響を及ぼす要因の経年変化

を明らかにするために，前章で算出した外出頻度を外的

基準として両時点の外出頻度に影響を及ぼす要因を数量

化Ⅰ類を用いて分析した．分析に用いたアイテムとカテ

ゴリーを表-3に示す． 表－2 有効サンプル範囲 

分析結果を図-3に示す．図-3に示すように，「福祉有

償運送利用経験の有無」については，2003 年調査では，

外出頻度にあまり影響を及ぼしていなかったが，2005年

調査では福祉有償運送利用経験がある移動制約者の外出

頻度は高い傾向にあることが明らかとなった．これは，

福祉有償運送が導入されて2年が経過し，福祉有償運送 

回答外出頻度 有効サンプル範囲(回/週)

ほぼ毎日（7回/週） 2.50～10.00

週2～3回（2.5回/週） 1.00～7.00

週1回（1回/週） 0.63～2.50

月2～3回（2.5回/4週） 0.25～1.00

月1回（1回/4週） 0.00～0.63

外出しない（0回/週） 0.00～0.25
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図－2 利用交通手段の経年変化 図－1 外出目的の経年変化 
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表－3 外出頻度の要因として用いた変数 表－4 外出頻度の変化の要因として用いた変数  
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が移動制約者の外出頻度に及ぼす影響が徐々に現れてき

た結果であると考えられる． 

 

(2) 外出頻度の変化に関する要因分析 

移動制約者の外出頻度の変化に影響を及ぼす要因を明

らかにするために，前章で算出した外出頻度の増減を外

的基準として外出頻度の変化に影響を及ぼす要因を数量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

化Ⅱ類を用いて分析した．分析に用いたアイテムとカテ

ゴリーを表-4 に示す．なお，アイテムとカテゴリーは，

2005年調査の個人属性に基づいて分類した． 

分析結果を図-4 に示す．図-4 に示すように，40 歳未

満の移動制約者と杖利用者の外出頻度は増加する傾向に

あり，移動がより困難な40歳以上の移動制約者と車椅子

利用者の外出頻度は減少する傾向にある． 

「福祉有償運送利用経験の有無」については，福祉有

償運送利用経験のある移動制約者の外出頻度は増加する

傾向にあり，福祉有償運送利用経験のない移動制約者の

外出頻度は減少する傾向にあることが明らかとなった． 

また，「家族送迎の有無」については，家族の送迎があ

る移動制約者の外出頻度は減少する傾向にあり，家族の

送迎がない移動制約者の外出頻度は増加する傾向にある．

これは，家族の送迎がない移動制約者が福祉有償運送を

利用して外出しつつあるためであると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アイテム カテゴリー

40歳未満の人

40歳以上で要介護認定を受けていない人

40歳以上で要介護認定を受けている人

車椅子を利用している人

杖を利用している人

その他の福祉用具を利用している，

もしくは利用していない人注）

通院目的のある人

通院目的のない人

自宅居住で家族送迎がある人

自宅居住で家族送迎がない人

施設居住の人

福祉有償運送を利用したことがある人

福祉有償運送を利用したことがない，
もしくはわからない人

福祉有償運送
験の有無

的の有無

居住形態・
家族送迎の有無

年齢・介護度

利用福祉用具

注）2005年調査において福祉用具を利用していない移動
かったため

アイテム カテゴリー

40歳未満の人

40歳以上の人

車椅子を利用している人

杖を利用している人

その他の福祉用具を利用している人

通院目的のある人

通院目的のない人

家族送迎がある人

家族送迎がない人

福祉有償運送を利用したことがある人

福祉有償運送を利用したことがない、
もしくはわからない人

福祉有償運送
用経験の有無

年齢

利用福祉用具

院目的の有無

族送迎の有無

　　制約者がいな

利

通

家

-0.385

-0.037

0.408

-0.702

0.451

-0.658

0.360

0.097

-1.099

-0.155

0.082

-0.233

-0.470

0.099

-0.856

0.424

-0.345

0.239

0.215

1.091

-2.275

1.146

0.833

0.909

-3.071

-2.893

-4 -3 -2 -1 0 1 2

利用経験なし

利用経験あり

施設居住

自宅居住・

家族送迎なし

自宅居住・

家族送迎あり

通院目的なし

通院目的あり

その他

杖

車椅子

40歳以上・

介護度あり

40歳以上・

介護度なし

40歳未満 2003年

2005年

有効サンプル：23

無効

年齢・介護度

福祉用具

通院目的の有無

形態・

送迎の有無

有償運送

経験の有無

相関比：0.424有効サンプル：20

無効サンプル：6

（外出頻度変化なし：4,未記入：2）

-0.306

-0.231

0.432

-0.348

0.715

0.539

0.875

1.077

0.322

-0.648

-0.471

-1 0 1 2

利用経験なし

利用経験あり

家族送迎なし

家族送迎あり

通院目的なし

通院目的あり

その他福祉用具

杖

車椅子

40歳以上

40歳未満

サンプル：3（未記入）
重相関係数　2003年：0.742

　　　　　　2005年：0.807

図－3 外出頻度の要因に関する分析結果 
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図－4 外出頻度の変化の要因に関する分析結果 
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(3) 福祉有償運送利用に影響を及ぼす要因の経年変化 

移動制約者の福祉有償運送利用の有無に影響を及ぼす

要因の経年変化を明らかにするために，調査項目③にお

ける｢福祉有償運送利用経験の有無｣を外的基準として両

時点の福祉有償運送利用の有無に影響を及ぼす要因を数

量化Ⅱ類を用いて分析した．分析に用いたアイテムとカ

テゴリーを表-5に示す． 

分析結果を図-5に示す．図-5に示すように，自宅居住

で家族の送迎がない移動制約者は福祉有償運送を利用す

る傾向にあり，自宅居住で家族の送迎がない移動制約者

が福祉有償運送利用に及ぼす影響が大きくなっている．

このことから，自宅居住で家族の送迎がない移動制約者

がより福祉有償運送を利用する傾向が強くなりつつある

と考えられる． 

また，両調査ともに最も影響を及ぼしているのは，「年

齢・介護度」であり，40 歳未満と 40 歳以上で介護度が

ない移動制約者は福祉有償運送を利用しない傾向にあり，

より外出が困難な 40 歳以上の介護度がある移動制約者

は福祉有償運送を利用する傾向にあることが明らかとな

った．また，移動がより困難な車椅子利用者は福祉有償

運送を利用する傾向にある．これは，移動の際に介助等

が必要なため福祉車両である福祉有償運送を利用してい

ることが理由として考えられる． 

 

5．結論 

 

本研究で得られた知見を以下に述べる． 

福祉有償運送導入後の2年間で，外出目的のうち介護

保険の適用されない買物目的の外出割合が増加しており，

また，交通手段として福祉有償運送を利用した外出割合

も増加していることを明らかにした． 

そして，導入直後では「福祉有償運送利用経験の有無」

が外出頻度に及ぼす影響はあまり見られなかったが，導

入後2年が経過した時点においては，外出頻度に大きな

影響を及ぼしており，さらには，福祉有償運送利用経験

がある者の外出頻度は増加する傾向にあることを明らか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相関比　　2003年：0.311

　　　　　2005年：0.455
有効サンプル：39

無効サンプル：17

（わからない：4人,未記入：13人）

-0.720

-0.120

-0.042

-0.186

-0.849

0.542

-0.009

-0.766

-0.709

-0.752

0.892

0.257

0.810

-1.295

-0.995

0.571

1.215

-1.344

-1.255

-1.545

-2 -1 0 1 2

施設居住

自宅居住・

家族送迎なし

自宅居住・

家族送迎あり

利用なし

その他福祉用具

杖

車椅子

40歳以上・

介護度あり

40歳以上・

介護度なし

40歳未満
表－5 福祉有償運送利用の要因として用いた変数 

 

 

にした．また，移動手段が限られた家族の送迎がない自

宅居住者がより福祉有償運送を利用する傾向にあること

を示した． 

以上の結果から，福祉有償運送導入直後と比較して導

入後2年が経過した時点では，福祉有償運送が交通手段

の1つとして移動制約者に浸透しつつあることが窺える． 
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図－5 福祉有償運送利用の要因に関する分析結果 


